


企業賠償責任対策とPL対策は企業の発展と存続のカギ！ やさしい説明とくわしい解説でズバリ問題解決！ 

内容構成（抜粋） 

内容見本（縮小） 

実際の場面を想定した 
わかりやすいQ&A！ 

Ｑ＆Ａの内容を受けて、 
実務上注意すべき点を 
詳細に解説しています！ 
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回答（Ａ）や解説の 
根拠となる裁判例・ 
法令等も登載！ 

設問 

回答 

解説 

資料 

段階的にフォローする構成 
PL責任、企業賠償責任に対する予防から防衛までの 
あらゆる場面を具体的に想定しています。 

わかりやすいイラストを交えながら 
簡潔にまとめています。 

［回答（A）］に至る経緯や詳細な内容が具体的に理解
できるよう、根拠法令とともにやさしく記述しています。 

必要に応じてすぐに使える契約書などの書式類やクレ
ーム処理マニュアル等を収録しています。 

〈第〈第1巻〉巻〉 

 
〈第〈第2巻〉巻〉 
 
 

〈第1巻〉 
第1編　製造物責任法の解説 
 
第1編では製造物責任の基本概念、判断に迷う「製
造物」、「欠陥」、「責任を負うのは誰か」等の定
義を実際のケースを交えて解説しています。 
 

第1章　製造物責任法の基本解説 
第2章　製造物 
第3章　欠陥 
第4章　責任主体 
第5章　損害 
第6章　因果関係 
第7章　抗弁 
第8章　民法との関係 
第9章　時効および除斥期間 
 

第2編 その他の企業賠償責任の
解説 

 
第2編では消費生活用製品安全法や、金融商品
販売法等で賠償責任が問われる場合の対応方
法について解説しています。 
 

第1章　債務不履行責任 
第2章　一般不法行為責任 
●不法行為による損害賠償責任とは 
第3章 その他企業活動に係わる損害賠

償責任 
 （使用者責任等） 
●スーパーマーケットに出店しているテナント
の取引に対するスーパーの名板貸責任 

 （土地） 
●土地の工作物の瑕疵による事故の責任は 
 （住宅販売） 
●近隣住民とのトラブルを隠した不動産仲介業
者の責任は 

 （請負契約） 
●請負契約において注文者が責任を負う場合が
あるか 

 （公害） 
●企業は公害に対してどのような責任を負うか 
 （独占禁止法） 
●独占禁止法による損害賠償責任とは 
 （不正競争防止法・その他知的財産権） 
●知的財産権の侵害による損害賠償責任とは 

 （個人情報保護法） 
●個人情報保護法と企業の対応のポイント 
 （専門家責任） 
●弁護士・医者など専門家の損害賠償責任は 
 （証券取引） 
●虚偽の有価証券報告書を提出した場合に賠償責
任を負うか 
●インサイダー取引として処罰されるのはどのよ
うな場合か 
 （会社役員） 
●会社役員はどのような場合に会社に対して賠償
責任を負うか 
●監査役の法的責任 
 （人事） 
●労災事故についての会社の責任は 
●パワーハラスメントに対して会社は責任を負
うか 
 （消費者保護責任） 
●特定商取引法における消費者保護 
●消費者契約法上問題となる契約約款 
 （消費生活用製品安全法） 
●消費生活用製品安全法の概要と改正のポイント 
 （その他） 
●運送会社社員の起こした飲酒運転事故の責任は 
 
〈第2巻〉 
第3編　製造物責任と企業賠償

責任の対策 
 
第3編では契約の方法、社内体制の整備からリ
コール、訴訟対策等実務的な内容を解説してい
ます。 
 

第1章　製造物責任対策 
1契約管理 
●OEM契約を取り交わす場合に注意すべき点は 
●輸入契約を取り交わす場合に注意すべき点は 
●下請業者との契約を取り交わす場合に注意す
べき点は 

2 設計管理 
3 品質管理 
4 警告表示 
●警告表示の具体的表示方法は 
5 取扱説明書 
●取扱説明書の作成上の注意点は 
6 宣伝・広告 
●危険なコマーシャルは欠陥となるか 
7 社内教育 
8 文書管理 
●民事訴訟法改正に対応した文書管理 

9 社内体制の整備 
●製造物責任対策としてどのような社内体制の整
備をすべきか 

0 リコール 
●リコールを行う場合に注意すべき点は 
●リコールの実施方法は 
01クレーム対策 
●クレーム対応において注意すべき点は 
●不当なクレームにはどのように対応すべきか 
02 訴訟対策 
●製造物責任訴訟を提起された場合に注意すべ
き点は 

03 PL保険の活用 
 

第2章　その他の企業賠償責任対策 
1契約管理 
●フランチャイズ契約における賠償責任対策は 
●下請契約における責任の所在を明確化する方
法は 

2 人事労務管理 
●企業賠償責任対策として人事労務管理をどの
ように考えるべきか 

3 遵法プログラム 
●コンプライアンス・プログラムとは何か 
4 株主代表訴訟対策 
5 保険活用 
 

第3章　製造物責任に係る紛争解決 
1裁判所 
●製造物責任に関する裁判はどのように進行す
るか 

2 裁判外の紛争解決機関 
●裁判外の紛争解決機関にはどのようなものが
あるか 

3 原因究明機関 
 

第4章　国際損害賠償訴訟対策 
●外国で裁判の被告となった場合に注意すべき
点は 

●アメリカから送られてきた訴状にどう対応す
るか 

●懲罰的賠償判決に対してどのように対応すべ
きか 

 
 資 料 編 
 
○法令等 
○報告書等 
○契約書・様式等 
○関係機関リスト　等 

製造物QA（中面） 
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◆◆ＰＯＩＮ　 幅広いテーマを収録  
「製造物責任」「株主代表訴訟」「不法行為責任」「債務不履行責任」から「個人情報保護」「消費者保護」「製品回収」
など、幅広いテーマを扱っています。  

◆◆ＰＯＩ２　 実践的切り口  
「事故が発生してからの対応」次第で、企業のイメージはプラスにもマイナスにもなります。過去の事例をもとに、 
「どこに問題があったのか」「どう対応しなければならないのか」が明確に分かるようにしています。  

コンプライアンス強化  
企業経営活動において最低限押さえておかなければいけない法務・実務の知識等、ノウハウを解説する「問題解決型」
の実務手引書です。 

＜本書の特色＞ 
POINT１ … 

POINT２ … 

POINT３ … 

（600593） 2010.2 H1

〈600590〉 ［1002］ 

製造物QA

企業賠償責任とPL責任の 
リスク管理をまるごとアドバイス！ 

こんなときどうする 

＝その対策のすべて＝ ＝その対策のすべて＝ 

回収費用は100億円！？ 
消費生活用製品安全法への対応は急務。 
築き上げた企業価値を失墜しないために。 

有価証券報告書の虚偽記載が発覚･･･ 
企業の信頼を失わないための『内部統制』を200以上の 
設問でサポート！ 

当社商品が発火して火事を起こした 

総務担当はどう上司に報告しますか？ 
あ　な　た 

会社実務研究会  編集 
B5判・加除式・全2巻 
定価15，750円（本体15，000円） 

担当者なら知っておきたい最新情報を満載！ 

製造物QA　表面 




